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所得税法 

新型コロナウイルスによる影響に伴い、2018 年度未処分利益の計算に減算項目を 2 つ追加 

一、 財政部が 5 月 4 日に 2018 年度未処分利益の減算項目の計算に関する解釈通達 2 件

を公告しました。詳細は以下のとおりです。 

1. 2020 年第 1 四半期の欠損金額は 2020 年上半期の欠損金に換算・見積計上し、

2018 年度の未処分利益（2020 年申告）の減算項目に計上できる。 

2. IFRS などの会計基準の変更により遡及調整した 2018 年度の未処分利益期首残

高について、救済振興特別条例の施行期間中(2020 年 1 月 15 日～2021 年 6 月

30 日)に分配した金額は、当該年度の課税対象未処分利益から控除できる。 

(会計基準変更による未処分利益の遡及調整については本紙 2020 年 2 月号をご

参照ください。) 

2018 年度未処分利益の計算に関する規定について図示すると以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

二、 一つ目の解釈通達のポイントについてまとめると以下の通りです。 

1. 会計士がレビューした 2020 年度財務諸表の第 1 四半期の欠損金額を基礎に、半

年に換算した 2020 年度上半期の欠損額を見積もり、控除する。 

2. 2019 年度の未処分利益の税務申告を 2021 年に行う際、2020 年および 2019 年

度の実際の年間損益状況を確認したうえで、2018 年度の未処分利益課税額を状

況に応じて更正し追納する必要があります。調整の仕方は、2020 年の上半期見

積欠損額、2020 年の実際の損益額、2019 年の損益額の３つの関係によって変わ

ります。例を用いて説明します。 
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 状況① 状況② 状況③ 状況④ 

2018 年未処分利益税の申告時、 

控除した 2020 年上半期の見積損失(A) 
-200 -200 -200 -200 

2020 年実際年間損益 80 -160 -160 -160 

2019 年実際年間損益 100 300 100 0 

2019 年未処分利益から控除して申告 - -160 -100 - 

2018 年未処分利益から控除すべき損失(B) - - -60 -160 

2018 年未処分利益申告の修正((B)-(A)) 

（5%の追加納税） 

+200 

(10) 

+200 

(10) 

+140 

(7) 

+40 

(2) 

2020 年末になったときに年間で損失だった場合（状況②③④）、実際の損失額を 2019 年

の未処分利益から優先的に控除し、控除しきれない部分を 2018 年の未処分利益から控除す

るものとし、そのあるべき控除額（B）へと 2018 年未処分利益の申告を修正します。2020

年が年間で利益に転じた場合（状況①）、2018 年の未処分利益申告で控除した見積もり損

失総額を加算修正することとなります。 

PwC 台湾の見解： 

1. 一つ目の解釈通達に関する上記の例について、2019 年度の未処分利益残高とは、会計士

が監査した「税引後当期純利益または純損失」と「税引後当期純利益または純損失以外

の純利益(または純損失)に当該年度未処分利益を算入した金額」を合計したものを指し、

分配した配当、拠出した利益準備金などはここでは考慮しません。また、2018 年度未処

分利益課税額を更正し追納する場合、利息を加算する必要はありません。 

2. 二つ目の解釈通達を適用する場合、該当期間中に分配した金額とはその分配日が期間中

のものをいい、分配日は株式利息または配当分配の基準日を指します。基準日が未定ま

たは不明な場合は株主総会が決議した分配日を基準とします。また、2020 年 6 月 30 日

から 2021 年 6 月 30 日までの間に IFRS 導入による増加した未処分利益を分配する場

合は、国税局へ 2018 年度未処分利益税務申告書の更正と過大納付税額の還付を申請す

ることが可能です。 

3. 上記の未処分利益の減算項目、研究開発費・スマートマシンおよび 5G システム支出な

どの投資控除を適用する企業は、救済措置および租税優遇措置を十分に活用し、効果的

に新型コロナウイルスによる運営資金への影響を軽減するため、まずは減免(控除)でき

る税額、期限および限度額などを試算することをおすすめします。 
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親子会社の未処分利益の連結申告に関する産業創新条例第 23 条の 3 の適用について 

財政部の解釈通達によれば、親子会社が連結で未処分利益を申告する場合(連結税制)、親会

社およびその台湾子会社が関連規定により当年度の利益で実質的な投資を行った金額につ

いて、連結申告した未処分利益の各会社に帰属する未処分利益の金額内で、当年度の連結申

告する未処分利益の減算項目に計上できると説明しています。 

計算方法は次のとおりです。 

A：連結申告した未処分利益(プラスであること) 

B：親会社の単体の税引後当期純利益＝親会社の税引後当期純利益(純損失)－各子会社

の単体の税引後当期純利益(純損失)、B＜0 の時は、0 として計算 

C：子会社の単体の税引後当期純利益(純損失は算入しないため、+C で表す) 

新型コロナウイルス感染症に関する救済措置により受け取る補助金の所得税の納付免除 

「厳重特殊伝染性肺炎予防および救済振興特別条例」(以下、「救済振興特別条例」とする)

が 4 月 21 日に改正・可決され、第 9 条の 1 が増設されました。当該条例、「伝染病予防法」

などの法令規定により政府より受け取る補助金、手当、奨励金および補償金は、いずれも所

得税が免除され、また、相殺、差し押さえ、担保設定または強制執行の対象としてはならな

いことが明文規定されました。 

営業税法 

「厳重特殊伝染性肺炎(COVID-19)による営業税過払い税額の還付申請を受理する財政部各

地区の国税局の審査と承認に関する作業原則」の公布 

財政部が5月13日に「厳重特殊伝染性肺炎(COVID-19)による営業税の仮払超過額の還付申

請を受理する財政部各地区の国税局の審査と承認に関する作業原則」(以下、「審査と承認に

関する作業原則」とする)を公布しました。ポイントは以下のとおりです。 

 

 

 

連結申告した未処分利益の各会社に帰属する金額＝A × 

B or +C (単体の税引後当期純利益) 

B＋Σ+C (単体の税引後当期純利益合計) 
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適用対象 新型コロナウイルスの影響を受けた営業を継続する企業 

適用期間 2020 年 1 月 15 日から 2021 年 6 月 30 日まで 

(救済振興特別条例の施行期間と同じ) 

適用範囲 留保(仮払超過)税額がある場合、ただし、還付金額の上限は累計

NT$30 万 

審査・承認原則 国税局が「審査と承認に関する作業原則」に基づき認定し還付する 

新型コロナウイルスの影響を受けた企業とは、3月25日に公布された「営利事業者に関する

各種税金の延納もしくは分納申請審査原則」の定める次の企業が適用対象となります。 

1. 救済振興特別条例により救済関連措置の適用対象者である企業 

2. 新型コロナウイルスにより短期間において営業収入額が大きく減少した企業(例：2020

年1月から連続2か月でその平均売上高が、「前年同期」または「2019年7月から12月ま

で」の平均月間売上高より15%以上減少している) 

PwC 台湾の見解： 

1. (1)救済振興特別条例により救済関連措置の適用対象者である企業は、主務機関が発行

した救済証明書類を備えて申請する必要があります。                

(2)営業収入額が 15%以上減少した企業は救済証明書類の提出は免除されますが、収入

額が減少した原因を証明できるその他の書類の提出が依然必要です。なお、税務機関が

審査・承認後に直接税額を還付し、財政部の承認に届け出る必要はありません。 

2. 新型コロナウイルスによる影響で営業を終了する場合は、営業税法第 39 条第 1 項に定

められた業務終了による仮払超過税額の還付申請を行うことができるため、上記の解釈

通達(上限 NT$30 万)を適用する必要はありません。 

会社法・証券管理に関する法律 

無額面株式を発行する会社が従業員に付与する制限付新株予約権に関する疑義 

経済部は 2020 年 4 月 8 日に経商字第 10902014360 号通達で以下のように説明していま

す。会社法第 140 条第 2 項に「無額面株式を採用する会社の株式の発行価格は制限を受け

ない」との規定があるものの、会社の資本の充実性を確保するため、無額面株式の株式発行

価格はゼロであってはなりません。よって、無額面株式を発行する非公開発行会社の従業員

へ付与する制限付新株予約権の発行価格も無額面株式の発行価格同様、ゼロであってもなり

ません。 

 



 

 

 

5 

 

PwC 台湾 日本企業部コンタクトリスト 

氏名 役職 電話番号 E-mail アドレス 
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